




ルワンダ共和国

中等理数科教育強化プロジェクト

中間レビュー報告書

平成22 年5月

（2010年）

独立行政法人国際協力機構

人間開発部





序     文 
 

ルワンダ共和国（以下、ルワンダ国）は、国家開発計画「Vision 2020」において、2020 年の中

進国入りを目標に、知識集約型経済、科学技術を基盤とした経済を目指す姿勢を打ち出していま

す。特に、科学技術分野の人材育成のために教育開発を重視しており、理数科教育に関しては、

科学技術発展の基礎をつくるものとして全教育レベルでの理数科強化が提唱されています。 

一方、理数科目の教授法に不安を抱えている中等理数科教員は少なくなく、この背景には、無

資格教員の割合が高いこと、中等教員の養成を担うキガリ教育学院（KIE）のカリキュラムは教

科内容の習得が主であり、教室レベルでの授業法にはほとんど触れていないこと、また制度化さ

れた継続的現職教員研修がないこと等があると考えられています。 

このような中、ルワンダ国政府から我が国に対し、現職教員研修を通じて中等理数科教員の教

授能力向上を図る技術協力プロジェクトが要請され、2008 年 2 月より技術協力プロジェクト「中

等理数科教育強化プロジェクト」が開始されました。 

今回、プロジェクト開始より 1 年 11 カ月が経過する中、プロジェクト目標の達成に向けて、こ

れまでの実績と実施プロセスを整理し、ルワンダ国側と進捗状況・課題に係る認識を共有する共

に、プロジェクト計画の修正やプロジェクト運営体制の改善についてルワンダ国側と協議するこ

とを目的に、中間レビュー調査が実施されました。 

本報告書は、同中間レビュー調査の結果を取りまとめたものであり、今後の本プロジェクトの

実施及び類似案件の形成にあたって活用されることを願います。 

 ここに、本中間レビュー調査の実施にご協力いただいた内外の関係者の方々にあらためて深

い謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 22 年 5 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部部長 萱島 信子 
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Improvisation – Plan, Do, See, Improve 

活動、生徒中心、実験、創意工夫 –

計画、実践、評価、改善。※ケニ

ア SMASSE で開発された授業改善

アプローチのスローガン。 

BTC Belgium Technical Cooperation ベルギー技術協力公社 

CEMASTEA Centre for Mathematics, Science, and 

Technology Education in Africa 

アフリカ理数科・科学教育センタ

ー 

C/P Counterpart カウンターパート 

CT  Core Trainer 中央研修講師 

DEO District Education Officer 郡教育担当官 

DFID Department for International Development 英国国際開発省 

ICT Information Communication Technology 情報通信技術 

IGE Inspectorate General of Education 視学官事務所 

INSET In-Service Education and Training 現職教員研修 

KIE Kigali Institute of Education キガリ教育学院 

MINEDUC Ministry of Education  教育省 

NCDC National Curriculum Development Centre 国家カリキュラム開発センター 

SMASE-WECSA Strengthening Mathematics and Science 

Education in Western, Eastern, Central & 

Southern Africa 

SMASE（理数科教育強化）アフリ

カ域内ネットワーク 

SMASE-Kenya “Strengthening Mathematics and Science 

Education”Project in Kenya 

ケニア理数科教育強化計画プロジ

ェクト 

SMASSE  Strengthening Mathematics and Science in 

Secondary Education 

中等理数科教育強化（プロジェク

ト） 

TSC Teacher Service Commission 教員サービス委員会 

VVOB 

 

Vlaamse Vereniging voor 

Ontwikkelingssamenwerking en 

Technische Bijstand (Flemish Association 

for Development Cooperation and 

Technical Assistance) 

フラマン語圏ベルギー技術協力機
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レビュー結果要約表 

１．案件の概要 

国名： ルワンダ共和国 案件名：中等理数科教育強化プロジェクト 

分野： 教育 援助形態： 技術協力プロジェクト 

所管部署： 人間開発部基礎教育第二課 協力金額：約 1 億 2,700 万円 

先方関係機関：教育省、教員サービス委員会 協力期間： 

2008 年 2 月 1 日～2011 年 1 月 31 日（3 年間） 日本側協力期間：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

ルワンダ共和国（以下、「ルワンダ」と記す）では科学技術人材育成による社会・経済開発

をめざしており、教育セクターは政府最重点セクターの一つと位置付けており、理数科教育に

関しては、科学技術発展の基礎をつくるものとして全教育レベルでの理数科強化が提唱されて

いる。また、「教員の質向上」に向けての具体的な活動として「現職教員研修の制度化と実施」

も明言されている。 

一方、教師教育の現状について、中等教員養成はキガリ教育学院（Kigali Institute of Education：

KIE）が担っているが、そのカリキュラムは教科内容の習得が主であり、教室レベルでの授業

法にはほとんど触れていない。また、現職教員研修は初等・中等レベルともに制度化に至って

いない。中等教員の約半数は無資格教員であり、2005 年 3 月にルワンダ教育省がケニア中等理

数科教育強化計画（Strengthening Mathematics and Science in Secondary Education：SMASSE）の

支援を受けて実施したベースライン調査では、ほとんどの中等理数科教員は教室レベルの指導

法に不安を抱えており、中等教員に対する現職教員研修ニーズの高さが確認された。 

以上のような背景のもと、現職教員に対する研修を制度化すると共に、研修を通して中等理

数科教員の教授能力が向上することをめざし、本プロジェクト（「ルワンダ共和国中等理数科教

育強化プロジェクト」が 2008 年 2 月に開始され、現在プロジェクト開始から 1 年 11 カ月が経

過している。 

今般、プロジェクト目標の達成に向けて、これまでの実績と実施プロセスを整理し、ルワン

ダ側と進捗状況・課題に係る認識を共有すると共に、プロジェクト計画の修正やプロジェクト

運営体制の改善についてルワンダ側と協議することを目的に、中間レビュー調査を実施した。

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

中等理数科において学習の質が向上する。 

（2）プロジェクト目標 

現職教員研修によって中等理数科教員の教授能力が向上する。 

（3）成果 

成果 1：現職教員研修を実施するための組織体制が構築される。 

成果 2：研修センターが設立される。 

成果 3：地方研修講師を対象とした中央研修及び一般教員を対象とした地方研修が実施及

び評価される。 

成果 4：現職教員研修の支援体制が強化される。 
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（4）投入 

日本側： 

 長期専門家派遣  1 名 

 短期専門家派遣  9 名（日本人 2 名、ケニア人 7 名） 

 研修員受入れ（本邦研修） 2 名 

 研修員受入れ（第三国研修） 18 名（ケニア 10 名、マレーシア 8 名） 

 機材供与  

 在外事業強化経費 

ルワンダ側： 

 カウンターパート配置（教員サービス委員会（Teacher Service Commission：TSC）職員

3 名、中央研修講師 8 名） 

 プロジェクト事務所及び長期専門家執務スペース 

 研修センター（11） ※中央・地方研修センター 

 ローカルコスト負担 中央・地方研修の経費（食事代、日当、講師謝金など） 

２．評価調査団概要 

調査者 総括/団長 丹原一広  JICA 人間開発部基礎教育第二課 企画役 

協力企画 徳田真人  JICA 人間開発部基礎教育第二課 職員 

評価分析 井ノ口一善 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 

調査期間 2009 年 11 月 30 日～12 月 16 日 評価種類： 中間レビュー 

３．評価結果概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクトの成果 

活動に若干の遅れが見られるものの、計画された活動は順調に実施されている。プロジェク

トの成果についても、中間時点での達成状況としては問題ないと思われる。成果 1 について、

当初 R/D 時に想定していた形とは若干異なるものの、円滑に研修を実施するための組織体制が

出来上がっている。ただし、中央研修講師の更なる能力強化が必要であろう。成果 2 について

は、11 校の中学校が研修センターとして指定され、研修会場として活用されている。成果 3 に

ついて、2 回分の研修モジュール（計 9 種類）が作成され、それを用いて中央・地方研修が実

施されていた。また、プロジェクトで開発したモニタリング・評価ツールを用いて毎回の研修

の質が評価されており、また 2009 年 9 月には研修受講後の教室での成果に係るインパクト評価

が実施された。成果 4 について、ニュースレターの発行（1 回）及び啓発ワークショップ（3

回）によってプロジェクトを取り巻く関係者の支援体制が強化されつつある。 

 

（2）プロジェクト目標 

プロジェクトで 2009 年 9 月に第 1 回インパクト調査（授業観察及び教員・生徒に対する質

問票）を実施しており、その結果を見る限り、教員の授業実践において大きな向上が確認され

ている。（ベースライン調査時には平均で 1.3 ポイントだったものが、本調査時で 2.0 ポイント

に上昇。）また、同調査から多くの教員が教授法について自信をつけてきていることも確認され

ている。以上を踏まえて、中等理数科教員の教授能力が向上してきていると考えられる。 
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（3）上位目標 

学校が休み期間であったため今回の調査では授業観察や生徒への聞き取りは実施できなか

ったが、教員及び校長への聴取の中で、（Activity, Student, Experiment, Improvisation – Plan, Do, 

See, Improve：ASEI-PDSI）（活動、生徒中心、実験、創意工夫 － 計画、実践、評価、改善）

の導入により「生徒の授業参加が活発化した」「学力が向上した（あるいは、学力向上に貢献し

ている）」との報告があった。また、既出のインパクト調査において、生徒の授業への参加、教

員の生徒に対する態度、教材の活用などに係る質問項目で改善が確認されている。以上を踏ま

えて、学習の質が向上しつつある兆候が確認できると言える。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

プロジェクト目標はルワンダ政府の政策と整合しており、また裨益者である中等理数科教員

のニーズにも合致している。また、本プロジェクトは、日本の対アフリカ援助及び対ルワンダ

援助の方針とも整合している。さらに、現職教員研修を通じた理数科教授法の改善というアプ

ローチも適切であると考えられる。 

 

（2）有効性：やや高い 

期待される成果が概ね順調に出ており、本レビュー時点のプロジェクト目標の達成状況は良

好である。そのため、プロジェクト目標は達成しうると考えられる。ただし、教員の高い離職

率がプロジェクト目標達成の阻害要因となりうる可能性がある。 

 

（3）効率性：やや高い 

日本側、ルワンダ側の双方からの投入は計画どおりに実施されている。また、既存施設の利

用や先行するケニアでの類似案件の経験・成果の活用を通して、効率的な実施が行われている。

 

（4）インパクト：中程度 

今回上位目標の達成見込みについて直接的な調査は実施できなかったが、関係者へのインタ

ビューからは上位目標である中等理数科の学習の質が向上しつつあるとの声が多く聞かれた。

また、本プロジェクトの成果（研修講師、研修内容・教材）を用いてルワンダ政府が独自に追

加的な研修を実施するというインパクトが確認されている。一方、教授言語がフランス語から

英語に変更されてことが上位目標の達成の阻害要因になりうる。 

 

（5）自立発展性：中程度 

財政面・技術面では自立発展性が高いと考えられる一方で、本プロジェクトを継続的に発展

させていくための制度的担保がなく、またカウンターパート機関の実施体制が磐石ではないと

いう点で自立発展性に不安がある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

先行するケニアでの類似案件の経験および広域協力の枠組みが有効に活用されている。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

プロジェクトの中途で教育言語がフランス語から英語に転換されたことが、プロジェクトの

円滑な実施及び成果の発現を一部阻害している。 

 

３－５ 結論 

会計年度の変更などによる遅れはあるものの、関係者の努力により、プロジェクトの活動は

概ね順調に進んでおり、プロジェクト目標である中等理数科教員の教授能力も向上しつつある。

したがって、引き続き順調にプロジェクトが進行すれば、プロジェクト目標は達成しうる。他

方で、ルワンダにおいて理数科分野現職教員研修が自立的に発展していくためには、中核人材

となる中央研修講師の更なる能力強化、教室での成果発現を促すためのフォローアップの仕組

み、現職教員研修全体の制度整備や戦略の策定が必要である。 

 

３－６ PDM の修正 

中間レビューの結果を踏まえて、以下の 2 点について PDM を修正することをルワンダ側と

合意。 

（1）未設定であったプロジェクト目標の具体的指標とその目標値を設定 

（2）先方政府の予算執行に係る外部条件について一部表現を修正 

 

３－７ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）中央研修講師（Core Trainer）の能力強化のための活動の追加 

現在、中央研修講師は週 2 回プロジェクト活動に従事する（非常勤）という形になっている

が、中核人材として能力向上の機会を設けることが必要。具体的には、中央研修講師間で授業

研究を行うための時間や研修実施前に教材の見直しやリハーサルを行うための集中準備期間の

確保を行う。 

 

（2）学校レベルでのフォローアップ活動の実施 

教室での研修効果の発現促進のために、校長によるモニタリングや教員同士の情報交換の促

進など学校レベルでのフォローアップ活動の強化について提案する。なお、視学官が全国で 30

名程度しかおらず、各学校へのモニタリングは 1 年に 1 度程度しか実施できないとのことを踏

まえて後述提案を行った。 

 

（3）現職教員研修に係る具体的な計画の策定 

現在、ルワンダには現職教員研修に係る全体像が具体的に示された政策文書はなく、ドナー

支援による研修が乱立している状況にある。本プロジェクトで実施している中等理数科に係る

現職教員研修がプロジェクト終了後も継続的に発展・実施されていくために、ルワンダ側で現

職教員研修全体の計画を策定すべきである。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ルワンダでは科学技術人材育成による社会・経済開発をめざしており、教育セクターは政府最

重点セクターの一つと位置付けており、理数科教育に関しては、科学技術発展の基礎をつくるも

のとして全教育レベルでの理数科強化が提唱されている。また、「教員の質向上」に向けての具体

的な活動として「現職教員研修の制度化と実施」も明言されている。 

一方、教師教育の現状について、中等教員養成はキガリ教育学院（KIE）が担っているが、そ

のカリキュラムは教科内容の習得が主であり、教室レベルでの授業法にはほとんど触れていない。

また、現職教員研修は初等・中等レベルともに制度化に至っていない。中等教員の約半数は無資

格教員であり、2005 年 3 月にルワンダ教育省がケニア中等理数科教育強化計画（SMASSE)の支援

を受けて実施したベースライン調査では、ほとんどの中等理数科教員は教室レベルの指導法に不

安を抱えており、中等教員に対する現職教員研修ニーズの高さが確認された。 

 以上のような背景のもと、現職教員に対する研修を制度化すると共に、研修を通して中等理

数科教員の教授能力が向上することをめざし、本プロジェクト「ルワンダ共和国中等理数科教育

強化プロジェクト」（以下、ルワンダ SMASSE プロジェクト）が 2008 年 2 月に開始され、現在プ

ロジェクト開始から 1 年 11 カ月が経過している。 

今般、プロジェクト目標の達成に向けて、これまでの実績と実施プロセスを整理し、ルワンダ

側と進捗状況・課題に係る認識を共有すると共に、プロジェクト計画の修正やプロジェクト運営

体制の改善についてルワンダ側と協議することを目的に、中間レビュー調査を実施することとし

た。調査のポイントは以下のとおりである。 

 

（1）これまで実施した協力活動について、当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達

成度を確認する。 

（2）計画達成度を踏まえ、DAC の評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立

発展性）の観点から、プロジェクトチーム、両国側関係者とともに、プロジェクトの中間

レビューを行う。 

（3）以上の評価結果に基づき、プロジェクトの課題（特に 2-1 で記載した事項）及び今後の

対応方針について、プロジェクトチーム及びルワンダ関係者と協議し、必要な提言を行う。

必要に応じて教訓を引き出す。 

（4）協議結果についてルワンダ側との合意事項として協議議事録に取りまとめる。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 派遣期間 所 属 

総括/団長 丹原 一広 12/6-12/15 JICA 人間開発部基礎教育第二課 企画役 

協力企画 徳田 真人 12/6-12/15 JICA 人間開発部基礎教育第二課 職員 

評価分析 井ノ口 一善 11/30-12/15 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 
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１－３ 調査日程 

 月日  業務工程 

1 11 月 30 日 月 井ノ口団員キガリ着（フライトキャンセルのため遅れ） 

Lycee de Kigali（中央研修センター）訪問 

2 12 月 1 日 火 Ecole des Science Musanze（地方研修センター）訪問 

3 12 月 2 日 水 Ecole des Sciences Nyamagabe（地方研修センター）訪問 

4 12 月 3 日 木 Ecole des Sciences Byiman（地方研修センター）訪問 

5 12 月 4 日 金 視学官事務所（GIE）訪問 

6 12 月 5 日 土 資料整理 

7 12 月 6 日 日 資料整理、丹原団長・徳田団員キガリ着 

8 12 月 7 日 月 JICA ルワンダ支所表敬、団内打合せ 

Groupe Scolaire St Aloys Rwamagana（地方研修センター）訪問 

9 12 月 8 日 火 教員サービス委員会（TSC）局長表敬  

Lycee de Kigali（中央研修センター）訪問 

10 12 月 9 日 水 ベルギー開発公社（TSC）事務所訪問 

調査結果取りまとめ・ミニッツ案作成 

11 12 月 10 日 木 ユニセフ事務所訪問 

調査結果取りまとめ・ミニッツ案作成 

12 12 月 11 日 金 中央運営委員会開催（調査結果・提言の発表） 

13 12 月 12 日 土 資料整理 

14 12 月 13 日 日 資料整理 

15 12 月 14 日 月 JICA ルワンダ支所報告 

16 12 月 15 日 火 キガリ発 

※ 当初、12 月 14 日にミニッツ署名の予定であったが、ルワンダ教育省次官の都合がつかなか

ったため、調査団からルワンダ支所にミニッツ最終案を提出し、後日ルワンダ支所名で先方

と署名を行うこととなった。（12 月 16 日に署名） 

 

１－４ 主要面談者 

（1）ルワンダ政府 

Ms. HABA Sharon Permanent Secretary 

Dr. Gasingirwa Marie-Christine Director General of Science, Technology, and Research, 

MINEDUC 

Mr. Gerald Bimenyimana Director General of Education 代理, MINEDUC 

Mr. Habyarimana Augustine Inspector, Inspectorate General of Education 

Mr. Emile Uwamahoro Coordinator 代理、Basic Education Unit, MINEDUC 

  

（2）ドナー関係者 

Dr. John Simpson REAP Advisor, British Council 

 （REAP :Rwanda English in Action Programme） 
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Ms. Marie Sophie Waterkeyn Techinical Assistant, Belgian Technical Cooperation,   

Ms. Caroline UNICEF – Rwanda  

Catherine Van Even VVOC 

 

（3）JICA ルワンダ支所 

村上 博 支所長 

木村 初枝 企画調査員 

Mr. KABERA Telesphore. A Program Coordinator 

 

（4）ルワンダ SMASSE プロジェクト 

Ms. Emma Rubagumya Executive Secretary, Teacher Service Commission 

高橋 佳子 専門家 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 基本計画 

名称 中等理数科教育強化プロジェクト 

協力期間 2008 年 2 月 1 日～2011 年 1 月 31 日 

協力相手機関 ルワンダ教育省、教育サービス委員会 

対象地域・対象者 ルワンダ全国、前期中等理数科教員 

上位目標 中等理数科において学習の質が向上する。 

プロジェクト目標 現職教員研修によって中等理数科教員の教授能力が向上する。 

期待される成果 成果 1：現職教員研修を実施するための組織体制が構築される。 

成果 2：研修センターが設立される。 

成果 3：地方研修講師を対象とした中央研修及び一般教員を対象とした

地方研修が実施及び評価される。 

成果 4：現職教員研修の支援体制が強化される。 

 

２－２ 実施体制 

本プロジェクトは教育省をカウンターパート機関とし、同省次官をプロジェクト・マネージャ

ーとして、また教員サービス委員会の局長をナショナル・コーディネーターとして位置づけてい

る。そして、プロジェクトの最高意思決定機関として次官を議長とする中央調整委員会（National 

Steering Committee：NSC）が設置さている。 

プロジェクト運営に関しては、日本人長期専門家及び教員サービス委員会理数科研修担当官が

中心となり、非常勤の中央研修講師と共に行っている。 

また、実際の教員研修の実施に際しては、研修センターとして指定された 11 の中学校が教育省と

の契約に基づいて研修の運営を担うこととなっており、同校の校長及びスーパーバイザー（教育

省から派遣された中央研修講師又は視学官）による監督の下、地方研修講師が講師となって一般

の中等理数科教員に対して研修を実施する。 

 

２－３ 研修実施体制 

下記のように 2 段階のカスケード型研修によってルワンダ全国の中等理数科教員に研修を実施

している。 
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地方研修

中央研修

中央研修講師
8 名

地方研修講師

各I NSETセンターから8 名
計 8 8 名

中等理数科教員

各センター 約2 0 0名
計 約2 2 0 0名

11の研修センター

@中央研修センター（Lycee de Kigali）
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第３章 中間レビュー方法 
 

３－１ 評価グリッドの作成 

本中間レビューは JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）に基づき、プロジェクト開始時に合

意された PDM や国際協力機構（JICA）実施の類似案件資料及びその他関係資料に基づいて評価

設問（調査すべき項目）を検討し、プロジェクトの実績、実施プロセス、DAC 評価 5 項目（妥当

性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に関する評価グリッドを作成した。実績、実施

プロセス、評価 5 項目の定義は以下のとおりである。 

作成された評価グリッドは付属資料 2 のとおりである。 

（1）実績 

投入、成果、プロジェクト目標、上位目標に関する進捗、達成度、もしくは達成予測に

関する情報。 

 

（2）実施プロセス 

活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事例に関する様々な情報。 

 

（3）評価 5 項目 

妥当性 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者の

ニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の

政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当かなどといっ

た「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点 

有効性 
プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされて

いるのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

効率性 
主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されている

か（あるいは、されるか）を問う視点。 

インパクト 
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果をみ

る視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

自立発展性 
援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持

続の見込みがあるか）を問う視点。 

 

３－２ 評価実施方法 

評価グリッドに基づいて以下の方法情報・データを収集し、評価分析を行った。 

（1）文献・既存資料調査 

レビューした主な資料は以下のとおりである。 

・ Education Sector Strategic Plan（ESSP）2006-2010 

・ ルワンダ SMASSE プロジェクト事前評価表、第一次事前評価調査報告書、第二次事前

評価調査報告書1 

                                                        
1 JICA 人間開発部基礎教育第二課作成  
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・ プロジェクト事業進捗報告書、プロジェクト月報2 

・ 短期専門家業務完了報告書3 

・ Report on Technical Assistance on Rwanda SMASE Baseline Survey4 

・ 2008INSET インパクト調査結果報告書（案）5 

 

（2）直接観察 

プロジェクト事務所、中央研修センター、地方研修センターを視察し、施設や資機材の

使用状況を確認した。また、実施中の地方研修も視察した。 

 

（3）質問紙調査 

プロジェクト長期専門家、中央研修講師、地方研修講師、教員（地方研修参加者）、校

長、視学官、教育省職員を対象に質問票を作成、配布し、回収した回答を分析した。 

 

（4）インタビュー調査 

長期専門家、中央研修講師、地方研修講師、教員（地方研修参加者、校長、視学官、教

育省職員を対象にインタビュー調査を実施した。 

 

                                                        
2 ルワンダ SMASSE プロジェクト作成  
3 廣瀬桂子（短期）専門家作成（2008 年 12 月）  
4 ルワンダ SMASSE プロジェクト作成  
5 ルワンダ SMASSE プロジェクト作成  
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第４章 計画達成度 
 

４－１ 投入実績 

2009 年 11 月現在、日本側、ルワンダ側からの投入はほぼ計画どおり実施され、成果の一定の

発現に貢献している。 

４－１－１ 日本側投入 

（1）専門家派派遣 

（ア） 長期専門家 計 1 名 

氏 名 指導科目 派遣期間 

天津（高橋） 佳子 現職教員研修マネージメント 2008 年 2 月 17 日～現在6 

 

（イ） 短期専門家 計 9 名（内、日本人 2 名、ケニア人 7 名7） 

氏 名 指導科目 派遣期間 

KARIUKI Mary W. 

内山 葉月8 

2008 年教材開発支援 2008 年 7 月 1 日～7 月 4 日 

廣瀬 桂子 理数科教育 2008 年 10 月 5 日～11 月 30 日

Amina M. S. Sharbaidi  

Joseph Kamau Mathenge 

Paul G. Kibanya  

Priscilla Ombati 

2008 年中央研修実施支援 2008 年 11 月 2 日～11 月 14 日

Njogu Kithaka 

Ngeny Ernest Kiprono 

2009 年中央研修実施支援 2009 年 11 月 15 日～11 月 27

日 

 

（2）研修員受入れ 

（ア） 本邦研修 

研修名 実施機関 実績 

「INSET（In-Service Education and Training：現職教員

研修）運営管理（英語圏）」 

JICA 中国 2009 年 2 名 

 

（イ） 第三国研修 

研修名 実施機関 実績 

Activity, Student, Experiment, Improvisation and Plan, Do, 

See, Improve（ASEI - PDSI）Approach in Mathematics and 

Science Education in Africa（ Anglophone, Secondary, 

Introduction of ASEI - PDSI） 

CEMASTEA9 

（ケニア） 

2009 年 8 名 

                                                        
6 2009 年 12 月時点。2010 年 2 月 17 日に任期満了で帰国。後任専門家を派遣。  
7  ケニア国アフリカ理数科・科学教育センター（Centre for Mathematics, Science, and Technology Education in Africa：

CEMASTEA）所属  
8 ケニア国理数科教育強化プロジェクト専門家  
9 上述のケニア国アフリカ理数科科学教育センター  
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“Secondary Science and Mathematics Teacher Educators 

Training for African Countries” 

SEAMEO 

RECSAM10 

（マレーシア） 

2008 年 4 名 

2009 年 6 名 

計   10 名

 

（3）機材供与 

これまでに約 746 万 6,000 円（47,623,689.000FRW）に相当する機材を供与した。主な機

材は、コンピューター、プリンター、コピー機などであり、教育省や研修センターの基盤

整備に係る機材となっている。 

 

（4）ローカルコスト 

各研修センターへの実験資機材の供与、第三国専門家招聘のための費用、事務経費など

現地業務費として、これまでに 3,283 万 2,000 円11を負担している。 

 

４－１－２ ルワンダ側投入 

（1）カウンターパートの配置 

プロジェクト開始時点には、TSC の教員研修担当官がカウンターパートとして指定され

た。その後、2008 年 10 月に理数科教員研修担当官12が新たに TSC に配置され、プロジェ

クトの直接のカウンターパートとなった。 

また、パートタイム契約の中央研修講師を 8 名配置（金･土のみプロジェクト活動に従

事）。 

 

（2）施設等の提供 

教育省内に日本人長期専門家が執務するスペース、また中央研修センター（Lycee de 

Kigali）内に中央研修講師が活動するプロジェクト事務所が提供されている。 

さらに、既存の施設（中学校）が中央研修センター及び地方研修センター（11）として

提供されている。13 

 

（3）ローカルコストの負担 

地方研修実施のための費用（地方研修講師の日当、食事代、参加者の交通費等）などを

負担している。 

 

４－２ 活動実績 

プロジェクト活動は若干の遅れはあるものの、PDM にそって実施されている。これまで実施さ

れた主な活動は下表のとおりである。 

 

                                                        
10 東南アジア教育大臣機構（South East Asian Ministers of Education Organisation：SEAMEO）の地域理数科教育センター皮膚

（Regional Centre for Education in Science and Mathematics：RECSAM）  
11 2009 年 11 月時点  
12 英語研修担当も兼務。  
13 Lycee de Kigal は中央研修センターでもあり、地方研修センターの１つでもある。  
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表４－１ 主なプロジェクト活動 

時期 プロジェクト活動 外部要因等 

2008 年 2 月 プロジェクト開始  

5 月 ベースライン調査  

10 月  TSC スタッフの増員（理数科研修担当官の配

置） 

11 月 第 1 回中央研修  

12 月 第 1 回地方研修14 中央研修講師の解雇 

→再選定（2009 年 1 月） 

2009 年 4 月  新規採用理数科教員に対する臨時教員研修

の実施15 

7 月  ルワンダ政府の会計年度の変更 

9 月 第 1 回インパクト調査  

9・10 月 科学フェア（Science Fair）選考会  

11 月 第 2 回中央研修  

12 月 第 2 回地方研修  

 

４－３ 成果の達成状況 

成果は一部を除き順調に達成されている。設定された成果に関する指標はおおむね 2 年次まで

の目標に到達している。 

 

（1）成果 1：「現職教員研修を実施するための組織体制が構築される」 

【指標 1】 地方研修講師の TOR が設定され、88 名の地方研修講師が選出される 

【指標 2】 8 名の中央研修講師を対象とした研修が実施される 

【指標 3】 現職教員研修の運営体制が構築される 

 

当初予定よりは若干の遅れが見られるものの、中央運営委員会（NSC16）を最高意思決

定機関、また教育省の外局である TSC をカウンターパート機関とするプロジェクト運営体

制が構築された。また、現職の中等理数科教員の中から中央研修講師 8 名、地方研修講師

88 名が選出されている。しかし、中央研修講師が 2009 年 1 月に再選定された関係で、全

中央研修講師が第三国あるいは本邦での研修を受講するには至っていない。 

 

■ 中央研修講師について 

2008 年 4 月に教育サービス委員会によって 8 名の中央研修講師が選出されたが、2008

年 10 月にルワンダの教授言語がフランス語から英語に変更され、これを契機に新たに英

語の語学能力を選考基準に加え、中央研修講師の再選抜が行われた。その結果、1 名を除

                                                        
14 当初教員の資格別に 2 回に分けて（A0－A1 と A2）地方研修を実施予定であったが、ルワンダ教育省の予算執行の遅延と

予算が必要額だけ確保できなかったことにより 1 回にまとめて実施。  
15 基礎教育 9 年制政策によって 2009 年 3 月に新規採用された 1,528 人の教員に対して、2009 年 4 月ルワンダ教育省が同省の

予算で教員研修を実施。その際に、第 1 回地方研修のマニュアル・教材及び研修講師・センターが活用された。  
16 National Steering Committee 
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き全ての中央研修講師が入れ替わるという結果となった。このため、現在の中央研修講師

は 1 年間のプロジェクト経験しかなく、また 8 名中 3 名が未だ第三国研修への参加経験が

ないことから、中央研修講師に対する研修運営手法や ASEI-PDSI を含む理数科教育に係る

知識・技術の蓄積が遅れていると言える。 

また、中央研修講師の雇用・勤務形態については、毎年教育省との間で同研修講師とし

ての業務に係る契約を締結し、その契約に定められた活動内容及び活動時間に従ってプロ

ジェクトに携わるという形になっている。現在、中央研修講師は週 2 日プロジェクトに参

加している。 

中央研修講師の育成の観点から上記の雇用・勤務形態は最善とは言えないが、他方で、

ルワンダ政府が小さな政府をめざしている中、ルワンダ教育省としてはプロジェクト専任

という形で中央研修講師を抱えておくことはできないとのことであり、ルワンダ側として

は本プロジェクトにかなりの配慮をはらっていると見ることができる。 

 

（2）成果 2：「研修センターが設立される」 

【指標 1】 中央研修センターが既存の施設を活用し設立される 

【指標 2】 11 の地方研修センターが既存の施設を活用し設立される 

 

当初計画より遅れはあったものの17、1 年次の地方研修前までには既存の中学校が中央研

修センターと 11 の地方研修センターとして指定された。また、各研修センターには研修実

施に必要な資機材・教材が供与された。 

中央研修センターについて、第二次事前調査時には Fawa Girl’s School を同センターとし

て想定していたが、ルワンダ側の事情で使用できないこととなり、代わりに Lycee de Kigali

が中央研修センターとなった。これに伴い、Lycee de Kigali は中央研修センター及び地方

研修センターの両方の役割を担うこととなった。 

なお、2008 年度の中央研修については、他組織が Lycee de Kigali を利用することになっ

たため、同校を中央研修センターとして利用することができなかった。（代わりに、キガ

リ教育学院を中央研修の会場として利用。） 

 

（3）成果 3：「地方研修講師を対象とした中央研修及び一般教員を対象とした地方研修  が

実施及び評価される」 

【指標 1】 88 名の地方研修講師が研修を受ける 

【指標 2】 12 種類以上の研修マニュアル及び教材が開発される 

【指標 3】 モニタリング・評価ツールが開発され、活用される 

【指標 4】 1,500 名以上の教員が研修を受ける 

 

■ 中央研修の実施（指標 1） 

2008 年 11 月に第 1 回中央研修、2009 年 11 月に第 2 回中央研修が実施され、それぞれ

102 名、80 名の中等教員が地方研修講師としての研修を受講している。本中間レビューに

                                                        
17 第 2 次事前評価調査時に研修センター候補リストが作成されており、当初の計画では同リストに基づきプロジェクト開始

までに研修センターが決定されている予定であった。  
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おいて地方研修講師に対してインタビューを行ったところ、中央研修を通して ASEI-PDSI

に対する理解度が深まったと回答している。 

 

■ 研修マニュアル・教材の開発（指標 2） 

2008 年 7 月にケニア理数科教育強化計画プロジェクト（“Strengthening Mathematics and 

Science in Secondary Education：SMASE-Kenya）からの技術支援の下、ベースライン調査の

結果に基づき 3 年間の研修テーマを決定した。それに沿って、これまでに第 1 回研修用に

5 種類（General Part、数学、生物、化学、物理）、第 2 回研修用に 4 種類（数学、生物、化

学、物理）、計 9 種類のモジュール及び教材が開発されている。研修マニュアル・教材の

作成に際しては、ルワンダ内の他のリソース（視学官、国家カリキュラム開発センター

（National Curriculum Development Centre：NCDC）及び KIE の関係者）も巻き込んで作業

を実施している。 

なお、今後第 3 回研修用に 4 種類のマニュアル及び教材が開発される見込みである。 

 

■ モニタリング・評価ツール（指標 3） 

SMASE-Kenya で開発されたものを参考に、①実施する教員研修の研修効果の効果を測定

するツール（研修参加者による自己評価）、及び②教室での教員の授業実践を観察・評価

するツールが開発されている。①は毎回の中央研修及び地方研修時に活用され、また②に

ついては 2008 年 5 月に実施されたベースライン調査、2009 年 9 月に実施したインパクト

調査で活用されている。 

 

■ 地方研修の実施（指標 4） 

2008 年 12 月に第 1 回地方研修が実施され、11 の地方研修センターで 1,819 名の理数科

教員が受講した。当初教員資格に応じて、A0-A1 資格教員向けと A2 資格教員向けとに分

けて実施予定であったが、ルワンダ教育省の予算執行遅延と予算規模縮小のために全資格

合同で地方研修を実施することとなった。 

2009 年 12 月には A0-A1 資格教員向けの第 2 回地方研修が実施され、7 の地方研修セン

ター18で 993 名の理数科教員が受講した。当初、1,450 名が参加予定であったが、いくつか

の学校に地方研修のスケジュールが正確に連絡されなかったため、予定より約 500 名ほど

参加者が少なくなった。 

なお、2010 年 4 月に A2 資格教員向けの第 2 回地方研修を実施予定である。 

 

■ 研修の評価及びインパクト調査 

プロジェクトでは研修毎に研修の評価を行っており、評価結果をまとめた報告書をルワ

ンダ教育省に提出している。また、第 1 回地方研修終了後に、研修を受講した教員の授業

実践改善状況を見るためにインパクト調査を実施している。 

 

 

                                                        
18 同時期に実施された中等教員への英語研修との調整上、7 センターのみ利用可能であったため。  
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第５章 中間レビュー結果 
 

５－１ 評価 5 項目による評価 

５－１－１ 妥当性：「高い」 

（1）プロジェクト目標とルワンダ側（ターゲット・グループ）のニーズ 

本プロジェクトで実施する理数科分野の現職教員研修はルワンダの中等理数科教員の

ニーズと整合している。ルワンダの教員養成カリキュラムは教科内容の習得が主であり、

教授法に関する内容はほとんど扱われていない。また、中等理数科教員を含む教員の大半

が教育学部を卒業せずに教員19になっており、教科内容に関する知識、教授技術が不十分

な教員が多い。プロジェクト実施前に教育省が SMASE-Kenya の支援を受けて実施した調

査では、多くの中等理数科教員が教授技術に不安を抱えていることが明らかになり、教員

の 98％が研修機会を欲していることが確認された。本中間レビュー調査の教員への聞き取

り調査においても、研修の重要なコンポーネントである ASEI-PDSI 手法は理数科教員に広

く受け入れられ、受講した教員の多くはその研修内容に満足し、教授方法の改善に役立っ

ていることが分かった。 

 

（2）上位目標とルワンダ国家開発計画との整合性 

プロジェクト目標と上位目標はルワンダの国家政策に合致している。ルワンダは、国家

開発計画「Vision2020」において教育セクターを最重点セクターの一つにあげ、また 2006

年 4 月に改訂された「ESSP202006-2010」においては「科学技術発展に資する教育の推進」

を新たな重点課題と位置づけ、科学技術発展の基礎としてあらゆるレベルにおける理数科

教育の強化を謳っている。同政策の実施ガイドライン「教育における科学技術の戦略枠組

み」では、「教員の質向上」のための具体的方策として「現職教員研修の制度化と実施」

を明記しており、本プロジェクトは当該政策に合致している。「ESSP2006-2010」において、

「科学技術発展に資する教育の推進」と並んで「基礎教育の 9 年制への拡大」も新重点課

題とされたことを受け、2009 年から前期中等教育の無償化が行われた。無償化による中等

学校及び教育就学者数の急増、それに対応する為の中等理数科教員の倍増があり、教育の

質の確保が緊急の課題となっており、教員研修を通じて教育の質向上をめざす本プロジェ

クトのアプローチは適切であると判断される。 

 

（3）日本の援助政策との整合性 

プロジェクトはわが国の基礎教育分野支援や対ルワンダ支援の援助政策と合致してい

る。わが国は「成長のための基礎教育イニシアティブ（BEGIN：Basic Education for Growth 

Initiative）」において教育の質向上につながる支援として、日本が国際的に比較優位をもつ

理数科教育支援を重点分野としている。また、2002 年の「持続可能な開発に関する世界首

脳会議（WSSD: World Summit on Sustainable Development）」においては、「アフリカにおけ

る理数科教育のための能力開発」に取り組んでいくことを表明している。 

また、わが国の対ルワンダ支援の中で「人的資源開発」は重点分野となっており、本プ

                                                        
19 このような教員には「A0」「A1」という資格が与えられている。  
20 Education Sector Strategic Plan 
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ロジェクトは「科学技術教育・訓練プログラム」の一環をなすものである。 

 

（4）手段としての妥当性 

ルワンダの中等教員養成課程では教授法に関する内容がほとんど扱われておらず、また

中等理数科教員の半数以上が無資格教員であるという状況の中、中等理数科教員の教授法

の改善をめざす本プロジェクトの妥当性は高い。また、現職教員研修の実施においてカス

ケード方式を採用している点や周辺国で展開されている JICA の類似案件の経験・ネット

ワークを利用している点はアプローチとして効果的であると言える。 

 

５－１－２ 有効性：「やや高い」 

（1）プロジェクト目標の達成状況、達成を阻害する要因 

中央研修講師、地方研修講師の任命、研修センターの選定等の遅れ、またルワンダ側の

国内事情から研修実施時期の変更等はあるものの、2 年次までに予定されている成果は概

ね達成されている。2008 年の研修後に実施したインパクト調査では、教授方法において改

善が観察され、プロジェクト実施前のベースライン調査と比較し 0.7 ポイント（1.3 から

2.0）改善したことが確認されており、プロジェクトの成果は発現されていると考えられる。

また中間レビューの聞き取り調査においても、研修を受けた教員の多くが ASEI-PDSI 手法

についての理解度が深まり、授業計画作成の為の知識が深まったと回答している。 

他方、５－２－２（1）で記載してあるように教員の離職率が高いということがプロジ

ェクト目標達成の阻害要因になりうる。 

 

（2）プロジェクト成果によるプロジェクト目標達成への貢献度（因果関係） 

調査期間が学期休み中であったこともあり、本中間レビュー調査では授業観察等を通じ

て直接研修に参加した中等教員の教授法の改善状況を確認することはできなかった。一方、

校長、視学官、中央研修講師、地方研修講師、研修を受講した教員への聞き取り調査では、

全員が「研修に参加した教員は研修で学んだことを授業で実践している」と回答しており、

プロジェクトの成果（現職教員研修の実施）がプロジェクト目標達成（教員の教授能力の

向上）に貢献していると考えられる。 

 

５－１－３ 効率性：「やや高い」 

（1）成果の達成度と投入の適切性 

日本側、ルワンダ側の双方からの投入は計画どおりに実施されている。質、量、タイミ

ングとも適切であったと考えられ、2 年次までの順調な成果の発現に貢献している。 

日本側の投入は、案件形成段階から本プロジェクトに携わり、プロジェクトの管理、運

営を行っている長期専門家、日本及び SMASE-Kenya から派遣された短期専門家は評価ツ

ールの開発、研修内容の精査、技術的アドバイスを行い、プロジェクトを技術面で支えて

いる。第三国研修（ケニア、マレーシア）には、中央研修講師、視学官が派遣されており、

プロジェクトの中核人材の能力強化に有効に活用されている。また、供与された機材はル

ワンダ側により厳重に管理され、プロジェクト（主に中央研修、地方研修）で有効に活用

されていることが確認された。 
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一方、ルワンダ側も、研修講師や参加者への手当て（日当・宿泊費・交通費等）など研

修実施に係る多くの費用を負担している。教員サービス委員会の研修担当官が長期専門家

の実質上のカウンターパートとしてプロジェクト全般を把握し、プロジェクトの効率的な

実施に貢献している。他方、中央研修講師がフルタイムでプロジェクトに従事しておらず、

契約ベース（金曜日、土曜日の週 2 日のみプロジェクトに従事）である点、1 年次に任命

された中央研修講師 8 名中 1 名のみが現在もプロジェクトに従事している点は知識・経験

の蓄積という観点から効率に問題があったと考えられる21。 

 

（2）既存施設の活用 

中央及び地方の研修センターとして既存の中学校を利用しており、ルワンダの既存施設

を十分に活用して研修が実施されている。 

 

（3）SMASE-Kenya の経験と技術支援の活用 

先行する SMASE-Kenya の経験・知見を活用することで研修システムの構築、研修で使

用するモジュールや教材の開発、モニタリング・評価ツールの開発等が効率的に実施され

た。また SMASE-WECSA の枠組みによるケニアでの第三国研修、SMASE（理数科教育強

化）アフリカ域内ネットワーク（Strengthening Mathematics and Science Education in Western, 

Eastern, Central & Southern Africa：SMASE-WECSA）からの短期専門家派遣といった支援は、

日本からの投入を減らし、プロジェクトの効率的な実施に貢献している。 

 

５－１－４ インパクト：「中程度」 

（1）上位目標達成の見込み 

本中間レビュー調査の実施時期が学校の長期休暇期間だったこともあり、生徒を対象と

した調査は実施していない。しかし、校長、研修講師、研修を受講した教員から、「SMASSE

研修で学んだ手法（実験やグループワーク含む）を授業で実践することで、生徒の学習意

欲が高まり、その結果学業成績の改善にも繋がっている」という声が確認された。 

ただ、上位目標を計る具体的な測定可能なデータが設定されておらず、生徒の理数科目

への関心の変化とプロジェクトとの関係性についてより詳しい分析が必要である。 

 

（2）上位目標達成に対する阻害要因 

2008 年に教授言語がフランス語から英語に変更されたことにより、現場レベルにおいて

混乱が生じ、上位目標の達成を阻害する要因になりうると考えられる。プロジェクト活動

の実施においても、中央研修講師の再選定、フランス語で作成を進めていた研修モジュー

ルの追加作業（翻訳等）が必要となるなど、効率的なプロジェクトの実施が阻害されてい

る。 

 

（3）波及効果 

ルワンダ教育省は 2009 年 4 月、新たに採用された 1,528 名の中等理数科教員に対して、

                                                        
21 言語政策の変更から、語学能力が最優先され当初予定になかった中央研修講師の再選定が行われた。その結果新たに 8 名

の新中央研修講師が選定され、その中 1 名のみが 1 年次にもプロジェクトに従事していた。  
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本プロジェクトで育成した研修講師、及び本プロジェクトで開発した研修モジュール

（2008 年度分）を活用して現職教員研修を実施した。本教員研修はプロジェクトの当初計

画に含まれているものではなかったが、ルワンダ教育省が本プロジェクトで実施した研修

が新規採用教員に対しても有効であると考え、教育省独自の予算で実施したものである。 

 

５－１－５ 自立発展性：「中程度」 

（1）政策及び制度面 

ESSP2006-2010 においては「科学技術発展に資する教育の推進」を新たな重点課題と位

置づけ、科学技術発展の基礎としてあらゆるレベルにおける理数科教育の強化を謳ってお

り、現職教員研修は引き続き優先課題となっている。また本中間レビューでの関係者に対

する聞き取り調査においても、継続的な研修の受講を希望する意見が大きく、ニーズの高

いプロジェクトであることが分かる。一方、現時点では本 SMASSE 研修を含む現職教員研

修についての制度的な担保がなく、現在の状況が続けば自立発展を制限する要因になりう

る。なお、教員サービス委員会は、現在現職教員研修を含む教員能力開発全般の為の戦略

を作成中であり、2010 年 7 月には公表予定とのことである。 

 

（2）組織及び財政面 

当初の計画どおり、プロジェクト期間中のランニングコストにあたる研修実施経費のほ

とんどがルワンダ側によって負担されている（既出の新規採用教員に対する突発的な研修

も含む）。また、プロジェクト終了後の見通しについて教員サービス委員会・局長に確認

したところ、プロジェクト終了後も引き続き現職教員研修実施の為に予算処置を行ってい

く旨回答があり、財政面からは現職教員研修の継続的な実施は問題ないと考えられる。 

 他方、組織面について、教員サービス委員会の人的リソースが限られていることや、

中央研修講師がパートタイム契約であることが自立発展性を制限する要因となりうると

考えられる。 

 

（3）技術面 

インタビューを通して ASEI-PDSI のアプローチがルワンダ中等教育関係者の間で肯定的

に受容されていることが確認できた。 

 

５－２ 貢献要因と阻害要因の検証 

５－２－１ 効果発現に貢献した要因 

（1）先行事例の経験の活用 

プロジェクトの形成段階から計画、実施に至り SMASE-Kenya の経験、知見が有効に利

用された。プロジェクトの重要コンポーネントである現職教員研修システムは、

SMASE-Kenya で有効性が実証され、日本がアフリカ各国で実施する教育プロジェクトで参

考とされている研修モデルを参考に構築されている。また研修教材、モジュール、モニタ

リング・評価ツールも SMASE-Kenya で活用されているものを、ルワンダの文脈に適合す

るよう修正され活用されている。 

 



－19－ 

（2）広域協力の枠組みの活用 

SMASE-WECSA の枠組みを活用した第三国研修、第三国短期専門家派遣、域内で実施さ

れるワークショップ等広域協力活動は、本プロジェクトを活性化させプロジェクトの中核

人材である中央研修講師の育成に貢献した。 

 

５－２－２ 問題点と問題を引き起こした要因 

（1）高い教員離職率 

ルワンダでは、教員の待遇が悪く教員の定着率が低いとされている。特に若い世代で地

方公共団体や非営利組織への転職が多いと言われている。また、待遇面での不満は教員の

モチベーションの低下を引き起こし、兼業、副業を助長する等質の低下にも繋がっている。

この高い離職率は本プロジェクトの効率的な知識の伝達、蓄積の障害の 1 つとなると考え

られている。 

 

（2）教育言語政策の変更 

ルワンダの東アフリカ共同体（EAC22）参加とともに、英語教育の重要性が増し、その

結果 2008 年 10 月に教育言語がフランス語から英語に変更された。これは上述のとおり、

現場レベルで混乱をもたらし、またフランス語での教員研修の実施を想定していた本プロ

ジェクトにも影響を及ぼした。具体的には、英語能力を最優先に考え、中央研修講師を再

選定せざると得なくなったこと、また研修モジュールをフランス語から英語へ翻訳するこ

とになり、さらに時間的制約から校正を終えていない状態で研修に使用せざるを得なかっ

た等、効率的なプロジェクトの実施が阻害された。 

 

５－３ 結論 

会計年度の変更などによる遅れはあるが、関係者の努力により、プロジェクトの活動は概ね順

調に進んでいる。プロジェクトが実施した調査では、教員の教授能力に関するモニタリング指標

に大きな改善が確認されている。中間レビューにおいては、授業観察や生徒へのインタビューは

行えなかったが、コアトレーナー、教員へのインタビュー等を通じ、教員の教授能力の向上や自

信の高まり、生徒の関心の向上などの効果が実感されていることがわかった。研修実施経費はほ

ぼ全額先方が負担しており、パートタイムではあるものの 8 名の中央研修講師も配置されている。

前期中等教育の義務教育化による新任教員の急増に対処するため、プロジェクトの成果を活用し

て教育省独自に現職教員研修を行ったことも、プロジェクトのインパクトとして評価できる。 

したがって、現行の枠組みにおいてプロジェクト目標を達成し、一定のインパクトを得ること

は可能であると思われる。教員サービス委員会局長からは、理数科分野現職教員研修の予算は確

保し続けるとの発言もあり、プロジェクトで実施している研修を同様の内容、形式で、独自に継

続していくことはできる体制が整いつつあると考えられる。また、プロジェクトは全国の教員を

対象としており、研修実施というサービスデリバリーの観点からも全国規模の成果が見込まれる。 

しかしながら、ルワンダにおいて理数科分野現職教員研修が自立的に発展していくためには、

中核人材となる中央研修講師の更なる能力強化、教室での成果発現を促すためのフォローアップ

                                                        
22 East African Community 
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の仕組み、現職教員研修全体の制度整備や戦略の策定が必要である。 

 

５－４ PDM 改訂 

本中間レビュー調査の結果を踏まえて、以下の 2 点に係る PDM の改定について、ルワンダ教

育省関係者と協議の上、合意した。（改訂した PDM については、付属資料 1 のミニッツに添付。） 

 

（1）プロジェクト目標の指標及び目標値の設定 

これまで未設定であったプロジェクト目標の具体的指標及び目標値を設定した。背景に

ついては、4-2 に記載。 

 

（2）外部条件の一部変更 

当初先方政府の意向により、地方自治体から各学校に支給される Capitation Fund から地

方研修の実施経費を捻出することを想定しており、その想定に基づいた外部条件を設定し

ていた。しかし、プロジェクト開始後、実際には同ファンドが使えないことが分かり、こ

れまで教育省の予算から研修経費を捻出してきている。これを踏まえて、上記外部条件を

現実に即した内容に修正した。 

 

項目 第 1 版（R/D 締結時） 改訂版（2009 年 12 月） 

プロジェクト

目標の指標 

Positive change of teachers’ attitude 

and improved performance in subject 

mastery, pedagogical skills and 

resource utilization 

By the end of the project, the average 

score of ASEI-PDSI aspects in Lesson 

Observation Instrument marks over 2.5 

points 

外部条件 “There will be prompt release of 

funds for the Project by the local 

administration” 

“There will be prompt release of funds 

for the Project by the MINEDUC.” 

 

 



－21－ 

第６章 提言・所感 
 

６－１ 提言 

６－１－１ 中央研修講師（Core Trainer）の更なる能力強化の必要性 

中央研修講師はプロジェクトの中で重要な役割を担っており、プロジェクト終了後もルワン

ダの理数科教育の改善のための中核人材になることが期待される。しかしながら、現在中央研

修は週に 2 日プロジェクト活動に従事するのみであり、また 2009 年 1 月にほぼ全員交代したこ

ともあり、中央研修講師の能力強化・経験蓄積が不十分であると思われる。この点から、日本

人長期専門家及び JICA ルワンダ事務所は「中央研修講師のプロジェクト活動への関与度を高

めていく必要がある」との認識であるが、他方 C/P 機関である教員サービス委員会からは、現

時点では中央研修講師のプロジェクト従事日数を大幅に増やすことは難しく、ましてや同講師

をプロジェクトのために専従化することは極めて困難である旨の意が表された。かかる状況の

中、中央研修講師の能力強化・経験蓄積のために以下のような活動を追加すべきと考える。 

 中央研修講師による授業研究の実施：1 学期中 3・4 日程度追加的な活動日を確保し、中

央研修講師間で授業研究的な活動を行い、授業を見る目を養う。 

 中央研修実施前の準備期間の確保：中央研修実施前に中央研修講師がモジュールの見直

しやリハーサルを行う活動日を集中的に確保する。これにより研修実施能力の向上を図

る。 

 

６－１－２ 学校レベルでのフォローアップ活動 

研修を受講した教員が研修で得たことを日々の授業で生かし、授業実践が改善されていくた

めには、学校レベルでのフォローアップ活動の強化が必要である。このための施策としては視

学官による巡回モニタリングの強化が考えられるが、ルワンダでは視学官が全国で 30 名ほどし

かおらず、各校へは年間一度程度しか巡回訪問できない状況にある。かかる状況を踏まえると、

校長による校内モニタリングの強化や教員同士の情報交換の促進といった学校レベルでのフォ

ローアップに着手することが望ましい。 

 

６－１－３ 現職教員研修に係る将来構想 

教員の継続的職能開発の観点から現職教員研修は継続的に実施されることが望ましく、その

制度も持続可能なものである必要がある。現在ルワンダには現職教員研修に係る具体的政策文

書はなく、本プロジェクトで実施する理数科分野現職教員研修についてもプロジェクト終了後

にルワンダ側によってどのように維持・発展されていくのかが明確ではない。本プロジェクト

を通して理数科分野現職教員研修に係る基盤（人材・教材）がルワンダ内に整いつつあると思

われるが、他方で、今後本現職教員研修が教員の継続的職能開発に資するものとして発展して

いくためには、ルワンダ教育省内で現職教員研修制度のあり方や将来構想について十分に検討

を行い、具体的な政策計画を策定する必要がある。 

 

６－２ 所感 

６－２－１ プロジェクトの進捗 

予算年度の変更などによる遅れはあるが、関係者の努力により、プロジェクトの活動は概ね
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順調に進んでいる。プロジェクトが実施した調査では、教員の教授能力に関するモニタリング

指標に大きな改善が確認されている。中間レビューにおいては、授業観察や生徒へのインタビ

ューは行えなかったが、コアトレーナー、教員へのインタビュー等を通じ、教員の教授能力の

向上や自信の高まり、生徒の関心の向上などの効果が実感されていることがわかった。研修予

算は先方が負担しており、パートタイムではあるものの 8 名のコアトレーナーも配置されてい

る。前期中等教育の基礎教育化による新任教員の急増に対処するため、教育省独自に SMASSE

研修を行ったことも、プロジェクトのインパクトとして評価できる。 

したがって、現行の枠組みにおいてプロジェクト目標を達成し、一定のインパクトを得るこ

とは可能であると思われる。TSC 局長からは、SMASSE 研修の予算は確保し続けるとの発言も

あり、プロジェクトで実施している研修を、同様の内容、形式で、独自に継続していくことは

できる体制が整いつつあると考えられる。また、プロジェクトは全国の教員を対象としており、

研修実施というサービスデリバリーの観点からも全国規模の成果が見込まれる。 

 

６－２－２ コアトレーナーの強化 

本プロジェクトにおける中核人材となるのが、コアトレーナーであるが、現状ではパートタ

イムでの参加とならざるを得ない。このため、彼らの能力向上はもとより、プロジェクトとし

ての一体感の醸成、チームビルディングといった点でも難しい面があるように感じられる。時

間は限られているが、コアトレーナーから上層部へ報告の機会を設ける、コアトレーナー同士

で授業や研修を見せあう、コアトレーナーによる公開セミナーやサイエンスショーなどを実施

する等の試みを通じ、中核人材としての自己および外部の認識を高める試みを検討してはどう

かと考える。時間の制約に加え、本人を「その気」にさせることが必要であり、難しい試みか

もしれないが一考の価値はあると思われる。また、TSC 局長などを可能な限り、研修現場、授

業観察に招待し、研修講師、教員、生徒の生の声に触れさせる機会を増やすことも、キャパシ

ティ・デベロップメントの必要性、SMASSE における協力のアプローチについて理解を促進す

る一助となると思われる。 

 

６－２－３ 教員研修の将来像 

教員の高い転職率や前期中等教育の基礎教育化による新任教員の急増を考えれば、SMASSE

の研修を継続する必要性は高い。これについては、予算確保や中核人材の継続活用などの措置

がとられれば、プロジェクト終了後も、ルワンダ側が独自に研修を継続することが可能である

と考えられる。 

他方、研修後の教員による実践をフォローしたり、現場のニーズに応じて多様な研修を提供

したりするためには、より恒常的、包括的な研修制度・実施体制が必要となる。しかしながら、

教育省において、各種機能の外局化、地方分権化が進むなか、教員研修に関する制度・実施体

制は非常に弱く、将来計画も定まっていない。プロジェクト終了後の展開について述べるのは

時期尚早ではあるが、現時点では、プロジェクトで実施している研修をルワンダ側が独自に継

続し、必要に応じ、SMASE-WECSA のネットワーク等による技術支援、経験共有を通じて漸進

的な質の向上を図っていくことが、最も妥当な展開ではないかと想定される。 

今後、TSC では、現職研修を含む教師教育全体の戦略ペーパーを作成する予定とのことであ

った。ルワンダの現状に即した戦略が策定され、その中で、プロジェクトの成果（コアトレー
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ナーを中心とする人材、研修の内容や仕組み等）をより発展的に活用していく具体的かつ現実

的な方策も明らかにされることが期待される。 

 

６－２－４ プロジェクト期間 

本プロジェクトにおける研修経費は先方が負担しているが、2009 年 7 月にルワンダ側会計年

度が急遽変更されたため、同時期に予定していた研修を同年 12 月に延期した。これにより、以

降の研修実施スケジュールを後倒しせざるを得ず、現職教員研修の最終回部分が、現行のプロ

ジェクト期間に収まらない状況となっている。プロジェクトによって所定の現職教員研修を実

施するため、今後の活動計画を先方と十分に協議、調整したうえで、プロジェクト期間延長の

要否につき検討する必要がある。 
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３．質問票調査結果
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